










































Ⅱ．2015 年 5月から同年 10 月までの動き 3
















































































































と、1㍉の 100 分の 1 の粒子となる。その結果、
99.9% は除去される。ダイオキシンよりも 1 億分

























































































































































































































































































































































































































 指定廃棄物とは、東京電力福島第 1 原発事故によって
飛散した放射性物質に汚染された稲わらやごみ焼却灰、
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 2015 年 5 月 28 日付下野新聞「帰還困難区域を国の直
轄地に」、同 6 月 10 日付「塩谷町、環境省に抗議文」、
同 7 月 9 日付「塩谷町選定は『適切』」、同 7 月 31 日付
「塩谷町　候補地選定から 1 年」、同「理解得る努力　
国は丁寧に」、同 10 月 15 日付「塩谷の候補地、豪雨時
冠水」、同 10 月 17 日付「候補地変更を否定」、同 6 月
10 日付朝日新聞「量や濃度　開示請求」、6 月 13 日付
「県内処理が現実的」、同 6 月 18 日付「白紙撤回求め
共同声明へ」、同 6 月 27 日付「地元説明会の開催　環
境省改めて提案」、同 7 月 9 日付「選定過程『適切だっ
た』」、同 6 月 14 日付産経新聞「指定廃棄物　進まぬ処
分場」、同 6 月 23 日付読売新聞「一時保管　住民の声
紹介」、同 7 月 31 日付「尚仁沢湧水　売り上げ減」、同
8 月 1 日付「決定『支持』　小山市長のみ」からまとめ
た（各紙いずれも朝刊）。
 　なお、これまでの経緯は以下のように整理される。
2011 年 11 月：指定廃棄物を保管中の各県内で処理す
る方針を国が閣議決定。12 年 9 月：矢板市塩田の国有
林を環境省が候補地に選定。市は受け入れ拒否。13 年
2 月：環境省が「自治体と意思疎通不足」などを理由
に選定のやり直しを発表。13 年 4 月：第 4 回市町長会
議。環境省によると、処分場候補地の選定手法が確定。
14 年 7 月：再選定で塩谷町上寺島の国有林が候補地に。
町は反発。14 年 8 月：国が候補地を適切に選定したか
を検証する県有識者会議の初会合。15 年 5 月：環境省
が処分場の必要性を説明するフォーラムを宇都宮市で
開く。6 月にも同市で開催。15 年 7 月：県有識者会議
が「選定は適切に行われた」と最終報告（2015 年 7 月
9 日付朝日新聞「選定過程『適切だった』」）。
4
 環境省が同年 7 月 8 日に公表した県内の一時保管場所
は 161 カ所。民間の保育場所数では、那須町の 65 カ所
が最多で、那須塩原市の 55 カ所、大田原市の 8 カ所が
続いた（同 8 月 1 日付読売新聞「決定『支持』小山市
長のみ」）。
 　内訳を見ると、県内の指定廃棄物保管量は 1 万 3529
㌧。大半の 1 万 736㌧は 1 万～ 3 万ベクレル。10 万ベ
クレル超は那須塩原市や那須町に一時保管されており、
最大値は 35 万ベクレルの稲わらや牧草などの農林業系
副産物。2015 年 3 月末現在の保管量（㌧）は、那須塩
原 3921.1、那須 3382.3、宇都宮 1904.2、鹿沼 1562.0、
大田原 941.7、上三川 852.0、日光 608.2、矢板 265.9、
高根沢 66.6、塩谷 22.8、那珂川 2.4。このうち、1㌕当
たり 10 万ベクレル超は那須塩原 65.9　那須 103.8、矢
板 1.5 の計 171.2㌧。5 万～ 10 万ベクレルは那須塩原
156.2、那須 305.0、宇都宮 0.1、　大田原 9.9、矢板 5.2
の計 476.4㌧（2015 年 7 月 9 日付下野新聞「塩谷町選
定は『適切』」）。
5
 2015 年 7 月 31 日付下野新聞「理解得る努力　国は丁
寧に」。
6
 2015 年 10 月 27 日付下野新聞「塩谷町、環境省に抗議」。
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少なく、事故後 15 年程度でほとんどが 8000 ベクレル
以下になるような濃度である」（同）としている。
9



































This paper presents the settlement proposal of the designated disposal site of the nuclear waste in Tochigi 
prefecture. The Environment Ministry chose the Shioya town as the site proposed for the designated disposal of the 
nuclear waste. Shioya town including municipal government, municipal assembly and the resident group continue to 
oppose the proposal. 
The opposition movement continues such as signature-collecting campaign, lobbying and appeal activities. 
Tochigi prefectural government is trying to adjust differences of views between the Environment Ministry and the 
Shioya town. But things are getting serious because many temporary disposal sites (161 places in Tochigi prefecture) 
are on the verge of flowing out of pollution. We cannot find a key to the settlement of the dispute but we are under 
pressure to find a solution to this pending issues. 
The Ministry of Environment doesn’t make compensation for a loss of temporary keepers at temporary disposal 
sites. Compensation for physical and mental loss and reinforcement work at   all temporary disposal is necessary. 
This is an urgent issue. Although our proposal cannot resolve the whole problems, this is one of the proposal for 
resolving difficult problems between central government and local government. This paper is the third result in the 
research field of integration of the humanities and sciences.
（2015 年 11 月 2 日受理）
Is the Problem of the Designated Disposal Site of the Nuclear 
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